
















































がない企業群）とを分かつ面である（A 対 B）。もう 1 つは，組合加入資格がある正規雇用と，加
入資格のない非正規雇用を分かつ面である（A 対 C，あるいは A 対 CD）。













の労働組合が伝統的に掲げてきた賃金政策は Standard Pay Policy で，経営側の賃金決定の裁量を
極力排除することを目指して Occupation や Job ごとに一律の賃金を要求するものであった






































モデルを選択する必要がある。次頁図 2 に労働市場における組合の影響を測定するための，3 つの
モデルを提示する。これらは先行研究で用いられた計量モデルをベースにしつつ，議論のために特
徴を際立たせて簡略化したものである。









（1）　日本の労使関係は , 企業を単位に組織された「企業別組合」から構成される。本来 , 企業独自の賃金制度によっ
て賃金が決定されれば , 賃金分布も企業ごとにまったく異なるものになる可能性もある。しかし実際には , 産別統
一闘争などを通じて各社は賃金体系や賃金水準を広く共有し , 年齢を基準にしたモデル賃金の相場が形成されてき
た（首藤 2019）。そのため , 組合のある企業群の賃金は , ある程度共通の特徴が見いだせる。
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が得られなかった（外舘 2009）。1980 ～ 90 年代までは，組合の効果はゼロかあるいはマイナスで
あるとされてきた（中村・佐藤・神谷 1988；橘木・野田 1993；野田 1997）。2000 年代前半になっ
て組合が男女ともに賃金を引き上げるという結果が報告され（川口・原 2008；仁田・篠崎 2008），
2000 年代後半は男性の賃金のみ引き上げるとされた（仁田・篠崎 2008；都留・吉中・榎 2009）。
しかし一連の分析を比較すると，分析に含める変数にいくつか重要な違いがある（2）。そのため，条














Pay Policy の考え方がある。そしてこのモデルは必ずもう 1 つの問い，「誰が組合に加入するのか」
という問題と常にセットになっている。実際には性別・年齢・人種などの属性の違いによって組合















































1984）。欧米ではそこから，組合加入にかかわる Selection Bias と組合効果の因果関係に関する膨
大な研究が展開したのだが（Farber 1983；Card 1996；Lemieux 1998），複雑なモデルのベースに
は，このモデル 2 の考え方がある（Blanchflower & Bryson 2004）。












































































さに依存するのだが，1970 ～ 90 年代アメリカにおいては縮小効果の方がより大きいことが明らか
にされて，労働組合の存在は労働市場をむしろ全体として平等にしているという理解が広がった





アンケート」（以下，「勤労者短観」）のうち，第 9 回調査（2005 年 4 月）から第 34 回調査（2017
年 10 月）までのデータである（8）。2001 年に開始された当調査は，首都圏および関西圏に居住し民
間企業に勤める雇用者（20 ～ 64 歳）を対象とし，総務省「就業構造基本調査」における性・年齢
階層・雇用形態別の分布割合を反映したサンプル割付を行っている。第 2 回から第 20 回までの調







ズの小ささがある（9）。本調査は，現在では 1 回あたりサンプルサイズ 2,000 で毎年 2 回行われてお
り，組合ステータスの情報を持つ調査として日本では最大の規模である（10）。




（9）　70 年代から CPS（Current Population Survey）など公的統計を用いた分析が可能だったアメリカに比べて，日
本で組合ステータスを持つ大規模調査は 2000 年からの JGSS（日本版総合社会調査）を待たねばならなかった。
JGSS を用いた研究ですら，賃金関数推定のサンプルサイズは 500 ～ 2,500 ほどであった（仁田・篠崎 2008；川口・
原 2008）。
（10）　一方で当データを本稿の分析に適用するにあたっての課題として，対象が首都圏・関西圏に限定されているこ









確保するために，3 年分ずつデータをプールして分析する。たとえば図やグラフの中で 2005 のラ
ベルのもとには 2005・2006・2007 年分のデータ，2008 のラベルのもとには 2008・2009・2010 年































2005 2008 2011 2014 2017（年）
正 規 雇 用 非 正 規 雇 用
（%） （%）

























- = -\ \ Z Z! !
　　　　　　　　 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )( )b E X E X b b E X b b E X E Xkn ku kn ku kn kn ku kn ku knk= - + - -+ -6 6@ @# -Z Z Z Z Z!  （2）
　（2）式の 3 つの項は，それぞれ以下の構成要素に該当する。
　　　Endowments： ( ) ( )E b E X E Xkn ku knk= -6 @Z!
　　　Coefficients： ( ) ( )C b b E Xku kn knk= -Z Z!
　　　Interactions： ( ) ( ) ( )I b b E X E Xku kn ku knk= - -6 @Z Z!  （3）
②賃金の分布への影響
　次に，本稿では 2 つの企業群における賃金の分布のあり方の違いを検討するために，対数分散


















　全体の分散： ( , , )V s V W s V s W s Wj jj
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　　　j はサブグループをあらわす添字，j ＝ 1…J









　ここでは Freeman（1980）および Card, Lemieux, & Riddle（2004）で用いられた手法を採用す
る。まず，「労働組合がまったく存在しない状態」を仮想的に想定し，このときの分散をVnとする。
ここから，労働組合がある企業群（union sector）と労働組合がない企業群（nonunion sector）の
2 つに分化する。新しくできた union sector で賃上げが起こると平均賃金および分散が変化し，労
働市場全体の賃金分散もその影響を受けて変化する。いま，それぞれ平均賃金を（Wu ，Wn），分
散を（Vu ，Vn）とすると，新しい全体の分散（V）は，以下のとおり定義される（14）。ここで aは
あらたに生じた union sector が全体に占める構成比をあらわす。
　　　 ( ) ( )V V V W W1 1u n u n 2a a a a= + - + - -] g  （6）
　Union sector ができたことによる分散の変化分は，初期状態の分散（Vn）と変化後の分散（V）
との差であるから，（6）式を変形して以下を得る。
　　　 ( ) ( )V V V V W W1n u n u n 2a a a- = - + - -] g  （7）
　第 1 項は union sector と nonunion sector との間に分散差が生じるための変化である。union 
sector の分散がより小さけければマイナスに，より大きければプラスになる。第 2 項は，平均賃金
に差が生じることによって生じる変化である。これは 2 つのグループで平均賃金に差が生じる限り
プラスになる。全体の分散の変化は，2 つの効果を足し合わせたものとなり，その符号は各効果の
大きさに依存する。データから観察されるWn，Wu，Vn，Vu を用いて union sector 分化による
分散変化分（V Vn- ）を計算する。















因が及ぼす影響の大きさを OLS で推定した。図 4 は結果をまとめたものである（推定結果は文末
の別表 2 に掲載）。モデル（1）から（5）まで順次変数を加え，全部で 5 つのモデルを推定した。
図は変数を追加した際に，組合ダミー変数の係数が変化した値を示しているが，被説明変数が対数
（15）　ここには，大きく 2 つの要因で差異が想定できる。1 つは，union sector の分化により労働市場全体の均衡が
変化することによる賃金水準の変化である。もう 1 つは，初期状態の nonunion sector と union sector 分化後に残
された nonunion sector とでは，人々の属性に違いがあるなどの要因で賃金水準が異なることである。前者の均衡
変化によるバイアスは推定が困難であるため発生の可能性を念頭におくにとどめる。後者についてはその対策とし
て，主要な属性である性別と年齢を統制する（Card, Lemieux, & Riddell 2004）。
（16）　いま，任意のサブグループ c の内部における，union secotr, nonunion sector の間の「賃金水準の差」および
「分散の差」を，それぞれ以下のようにおく。
　　
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )
c W c W c








= -  （8）　
　ここで，属性別グループ c の中における union sector の構成比を ( )U c とおくと，2 つのセクターをあわせた全体
の賃金平均と分散は以下のとおり定義できる。
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　　 ( ) ( ) ( ) ( )V V Var W c E V c Var W c E V cn n n- = + +-6 6 6 6@ @ @ @ （11）　
　これに（9）の 2 つの式を代入して整理すると，以下の式が得られる。
　　 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )( ( )[ ( )] ( ) ( )V V Var W c U c C E V c U c C U c U c C Var W c E V c1n n w n v v n n2T T T- = + + + + - - -6 6 6 6@ @ @ @
　　　　 ( ) ( ) ( ), ( ) ( ) ( ) ( ) ( )( ( )[ ( )]Var U c c Cov W c U c c E U c c E U c U c c2 1w n w v v 2T T T T= + + + -6 6 6 6@ @ @ @ （12）　
　　この（12）式に，それぞれ ( )U c ， ( )cwT ， ( )cvT ， ( )W cn を観察されるデータから代入することで，全体に及ぼ
す組合効果が算出できる。第 3 項が組合／非組合それぞれの分散の差によって生じる Within-sector effect であり，
第 4 項が組合／非組合の間の賃金水準の差によって生じる Between-sector effect である．第 1 項と第 2 項は，交












無が独自に及ぼす影響は見られなくなる。また別表 2 より，賃金水準自体は 2010 年代に上昇して
いる一方で，組合の有無が賃金水準に与える影響はこの間変化していないことがわかる。
　次に Blinder-Oaxaca 分解を用いて，2 つの企業群の間の賃金格差が，個人属性のうち学歴・勤続
（年齢）・性別・婚姻状態のいずれの要因との関連で生じているのか，また属性へのリターンの差
（Coefficients）と属性の構成の偏り（Endowments）のいずれに由来するのかを分析する（18）。次頁





























因である（27% の水準差のうち 7% ポイントを構成）。「賃金関数」の項目は，組合のある企業群で
個人属性へのリターンがより高いことで生まれる賃金格差を示しているが，ここでの最大の要因は
組合のある企業群で勤続へのリターンがより大きいことであり，平均賃金を 11% ポイント押し上






























20 25 30 35 40 45 50 55（歳）
男 性 女 性
出所）別表 4 より筆者作成 ,「企業規模あり」モデルの年齢効果は記載省略（グラフ実線にほぼ同じ）。
図5　組合効果の要因分解

























がりのカーブを描いている。しかし男性はずっと上昇を続けて 55 歳時点で 20 歳時点の 100％増の
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た。それでは，非正規雇用の C と D の間には違いがあるのか。また，A と C の間（労働組合があ
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女性 30% 21% 26%
男性 70% 79% 74%
年齢
20-24 3% 5% 4%
25-29 13% 16% 15%
30-34 13% 12% 13%
35-39 20% 17% 18%
40-44 14% 13% 14%
45-49 14% 14% 14%
50-54 13% 14% 13%
55-59 9% 10% 9%
婚姻
既婚 55% 64% 59%
未婚 45% 36% 41%
学歴
大卒以上 56% 69% 62%
高卒・高専・短大以下 44% 31% 38%
企業規模
29 人以下 48% 6% 29%
30 ～ 99 人 19% 9% 14%
100 ～ 299 人 10% 8% 9%
300 ～ 499 人 7% 9% 8%
500 ～ 999 人 7% 16% 11%
1,000 ～ 2,999 人 7% 39% 22%
3,000 人以上 1% 14% 7%
勤続年数
平均（年） 9.72 14.52 11.91
標準偏差 8.25 10.51 9.65
時間あたり賃金
（対数）
平均 7.50 7.77 7.62
標準偏差 0.52 0.55 0.55
調査年
2005 年（2005・2006・2007） 1,303 1,295 2,598
2008 年（2008・2009・2010） 1,665 1,685 3,350
2011 年（2011・2012・2013） 3,926 2,882 6,808
2014 年（2014・2015・2016） 3,643 2,885 6,528
2017 年（2017） 1,156 1,003 2,159



















組合の有無 0.278*** 0.116*** 0.103*** 0.116*** 0.020
（0.021） （0.018） （0.018） （0.018） （0.018）
大卒ダミー 0.173*** 0.156*** 0.110*** 0.085***
（0.007） （0.007） （0.007） （0.007）
勤続年数 0.030*** 0.030*** 0.029*** 0.027***
（0.001） （0.001） （0.001） （0.001）
勤続年数二乗 － 0.000*** － 0.000*** － 0.000*** － 0.000***
（0.000） （0.000） （0.000） （0.000）
女性ダミー － 0.074*** － 0.076*** － 0.083*** － 0.081***
（0.010） （0.010） （0.010） （0.010）
婚姻ダミー 0.232*** 0.234*** 0.197*** 0.196***
（0.008） （0.008） （0.008） （0.008）
女性・婚姻ダミー交差
項
－ 0.199*** － 0.200*** － 0.162*** － 0.159***
（0.015） （0.015） （0.014） （0.014）





　30 ～ 99 人 0.084***
（0.010）
　100 ～ 299 人 0.113***
（0.012）
　300 ～ 499 人 0.133***
（0.012）
　500 ～ 999 人 0.161***
（0.012）





　2008 年 0.029 0.034** 0.034** 0.036** 0.038**
（0.020） （0.017） （0.017） （0.016） （0.016）
　2011 年 0.016 0.046*** 0.051*** 0.056*** 0.094***
（0.017） （0.015） （0.015） （0.014） （0.014）
　2014 年 0.043** 0.060*** 0.066*** 0.079*** 0.116***
（0.017） （0.015） （0.015） （0.014） （0.014）
　2017 年 0.088*** 0.100*** 0.106*** 0.124*** 0.156***
（0.022） （0.019） （0.018） （0.018） （0.018）
　2008 年 * 組合ダミー － 0.014 － 0.004 － 0.005 － 0.004 － 0.004
（0.028） （0.024） （0.024） （0.023） （0.023）
　2011 年 * 組合ダミー － 0.004 0.001 0.004 0.003 0.009
（0.025） （0.021） （0.021） （0.021） （0.021）
　2014 年 * 組合ダミー － 0.024 － 0.010 － 0.006 － 0.012 － 0.005
（0.025） （0.021） （0.021） （0.021） （0.021）
　2017 年 * 組合ダミー － 0.027 0.006 0.010 0.005 0.017
（0.031） （0.027） （0.027） （0.026） （0.026）
Constant 7.472*** 7.032*** 6.965*** 7.001*** 6.955***
（0.015） （0.015） （0.019） （0.020） （0.020）
Observations 21,443 21,439 21,439 21,439 21,439
R － squared 0.059 0.312 0.322 0.356 0.372
　　　　Standard errors in parentheses.
　　　　*** p<0.01，** p<0.05，* p<0.1
　　　　出所）「勤労者短観」第 9 回～第 34 回調査より筆者作成。
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別表3　賃金関数のBlinder-Oaxaca 分解
Blinder － Oaxaca Decomposition
（1） （2） （3） （4） （5） （6）
組合なし 組合あり overall endowments coefficients interaction
大卒ダミー 0.174*** 0.183*** 0.024*** 0.005 0.001
（0.009） （0.010） （0.002） （0.007） （0.002）
勤続年数 0.027*** 0.040*** 0.129*** 0.130*** 0.064***
（0.002） （0.002） （0.009） （0.022） （0.011）
勤続年数二乗項 － 0.000*** － 0.000*** － 0.057*** － 0.021* － 0.020*
（0.000） （0.000） （0.009） （0.011） （0.011）
女性ダミー － 0.042*** － 0.123*** 0.004*** － 0.025*** 0.008***
（0.013） （0.015） （0.001） （0.006） （0.002）
婚姻ダミー 0.245*** 0.192*** 0.021*** － 0.029*** － 0.005***
（0.011） （0.012） （0.002） （0.009） （0.001）
女性・婚姻交差項 － 0.242*** － 0.118*** 0.008*** 0.014*** － 0.004***













Constant 7.109*** 7.127*** 0.018
（0.013） （0.015） （0.020）
Observations 11,691 9,748 21,439 21,439 21,439 21,439
R － squared 0.196 0.359
Standard errors in parentheses
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1





企業規模なし 企業規模あり 企業規模なし 企業規模あり
組合の有無 0.180*** 0.049 -0.020 -0.112**
（0.043） （0.042） （0.050） （0.050）
大卒ダミー 0.177*** 0.139*** 0.169*** 0.137***
（0.008） （0.008） （0.014） （0.014）
年齢（Base：20-24）
　25-29　 0.372*** 0.380*** 0.248*** 0.253***
（0.035） （0.034） （0.044） （0.043）
　30-34 0.581*** 0.591*** 0.385*** 0.392***
（0.035） （0.034） （0.045） （0.044）
　35-39 0.679*** 0.692*** 0.437*** 0.448***
（0.033） （0.033） （0.045） （0.044）
　40-44 0.765*** 0.782*** 0.458*** 0.483***
（0.034） （0.033） （0.046） （0.045）
　45-49 0.831*** 0.840*** 0.472*** 0.503***
（0.034） （0.033） （0.046） （0.045）
　50-54 0.908*** 0.912*** 0.480*** 0.514***
（0.035） （0.034） （0.046） （0.045）
　55-59 0.920*** 0.933*** 0.456*** 0.489***
（0.036） （0.035） （0.048） （0.047）
　25-29× 組合有無 -0.028 -0.041 0.142** 0.129**
（0.047） （0.046） （0.058） （0.057）
　30-34× 組合有無 -0.029 -0.045 0.138** 0.129**
（0.047） （0.046） （0.061） （0.060）
　35-39× 組合有無 0.033 0.016 0.160*** 0.133**
（0.046） （0.044） （0.061） （0.060）
　40-44× 組合有無 0.085* 0.049 0.189*** 0.128**
（0.047） （0.045） （0.064） （0.063）
　45-49× 組合有無 0.125*** 0.093** 0.323*** 0.266***
（0.046） （0.045） （0.066） （0.065）
　50-54× 組合有無 0.149*** 0.117** 0.369*** 0.309***
（0.047） （0.045） （0.067） （0.066）
　55-59× 組合有無 0.154*** 0.129*** 0.354*** 0.312***
（0.048） （0.047） （0.075） （0.074）
企業規模（Base：29 人以下）
　30 ～ 99 人 0.123*** 0.114***
（0.012） （0.020）
　100 ～ 299 人 0.181*** 0.131***
（0.014） （0.026）
　300 ～ 499 人 0.206*** 0.206***
（0.014） （0.027）
　500 ～ 999 人 0.253*** 0.245***
（0.013） （0.026）
　1,000 ～ 2,999 人 0.343*** 0.258***
（0.012） （0.022）
　3,000 人以上 0.411*** 0.244***
（0.018） （0.037）
調査年（Base：2005 年）
　2008 年 0.012 0.017 0.037 0.041
（0.013） （0.013） （0.027） （0.027）
　2011 年 -0.013 0.053*** 0.039 0.074***
（0.012） （0.012） （0.024） （0.025）
　2014 年 -0.004 0.060*** 0.044* 0.080***
（0.012） （0.013） （0.024） （0.025）
　2017 年 0.040*** 0.102*** 0.104*** 0.135***
（0.015） （0.015） （0.029） （0.030）
Constant 6.775*** 6.625*** 6.813*** 6.709***
（0.033） （0.033） （0.043） （0.044）
Observations 15,819 15,819 5,622 5,622
R-squared 0.284 0.325 0.127 0.154
　　　 Standard errors in parentheses
　　　 *** p<0.01，** p<0.05，* p<0.1
　　　 出所）「勤労者短観」第 9 回～第 34 回調査より筆者作成。











賃金収入はない→欠損値 700 ～ 800 万円未満→ 7,500,000　
100 万円未満→ 500,000 800 ～ 900 万円未満→ 8,500,000　
100 ～ 200 万円未満→ 1,500,000 900 ～ 1,000 万円未満→ 9,500,000　
200 ～ 300 万円未満→ 2,500,000 1,000 ～ 1,200 万円未満→ 11,000,000　
300 ～ 400 万円未満→ 3,500,000 1,200 ～ 1,500 万円未満→ 13,500,000　
400 ～ 500 万円未満→ 4,500,000 1,500 ～ 2,000 万円未満→ 17,500,000　
500 ～ 600 万円未満→ 5,500,000 2,000 万円以上→ QuantileMethod に　
600 ～ 700 万円未満→ 6,500,000 従って推定　　　　
2 労働時間 週あたり実労働時間
20 時間未満→ 10 45 時間以上 50 時間未満→ 47.5
20 時間以上 30 時間未満→ 25 50 時間以上 60 時間未満→ 55
30 時間以上 35 時間未満→ 32.5 60 時間以上→ QuantileMethod に
35 時間以上 40 時間未満→ 37.5 　　　　　　　従って推定












1：29 人以下（BaseCategory） 5：500 ～ 999 人
2：30 ～ 99 人 6：1,000 ～ 2,999 人
3：100 ～ 299 人 7：3,000 人以上
4：300 ～ 499 人 無回答，わからない→欠損値
6 勤続年数 現在の勤め先での勤続年数 そのままの値を使用
7 性別 女性ダミー 男性→ 0女性→ 1
8 婚姻 婚姻ダミー 既婚（離別・死別），未婚→ 0既婚（配偶者あり）→ 1
9 雇用形態 非正規ダミー
正社員（役員を除く）→ 0
パートタイマー , アルバイト , 契約社員 , 派遣労働者 , 嘱託→ 1


















































20 30 40 50 subtotal 20 30 40 50 subtotal
Share
2005 18% 35% 23% 24% 100% 17% 29% 26% 27% 100%
2008 15% 36% 26% 23% 100% 16% 29% 29% 27% 100%
2011 14% 36% 28% 22% 100% 18% 28% 28% 26% 100%
2014 12% 32% 35% 20% 100% 17% 27% 31% 25% 100%
2017 13% 31% 33% 23% 100% 16% 29% 32% 22% 100%
Mean
2005 7.10 7.52 7.70 7.80 7.55 7.28 7.72 8.00 8.13 7.83
2008 7.19 7.49 7.74 7.80 7.58 7.32 7.72 8.04 8.13 7.86
2011 7.20 7.52 7.64 7.78 7.56 7.40 7.71 7.98 8.14 7.84
2014 7.22 7.54 7.65 7.81 7.60 7.41 7.76 7.95 8.13 7.85
2017 7.37 7.57 7.68 7.84 7.64 7.45 7.80 7.99 8.17 7.89
Var
2005 0.258 0.219 0.244 0.258 0.298 0.223 0.162 0.141 0.202 0.264
2008 0.237 0.177 0.226 0.232 0.254 0.280 0.167 0.217 0.212 0.292
2011 0.221 0.180 0.216 0.310 0.256 0.196 0.192 0.159 0.194 0.252
2014 0.294 0.203 0.233 0.290 0.271 0.276 0.176 0.206 0.193 0.265
2017 0.227 0.200 0.241 0.373 0.276 0.250 0.157 0.204 0.228 0.257
Within
2005 0.047 0.078 0.055 0.061 0.241 0.038 0.048 0.037 0.056 0.178
2008 0.036 0.063 0.060 0.052 0.211 0.044 0.048 0.062 0.057 0.211
2011 0.031 0.066 0.059 0.069 0.224 0.035 0.054 0.045 0.051 0.184
2014 0.037 0.066 0.081 0.059 0.243 0.047 0.047 0.063 0.049 0.207
2017 0.030 0.063 0.080 0.084 0.256 0.041 0.046 0.065 0.051 0.203
Between
2005 ― ― ― ― 0.057 ― ― ― ― 0.087
2008 ― ― ― ― 0.044 ― ― ― ― 0.081
2011 ― ― ― ― 0.031 ― ― ― ― 0.068
2014 ― ― ― ― 0.029 ― ― ― ― 0.058
2017 ― ― ― ― 0.021 ― ― ― ― 0.055




20 30 40 50 subtotal 20 30 40 50 subtotal
Share
2005 27% 27% 21% 24% 100% 38% 34% 12% 16% 100%
2008 23% 33% 21% 23% 100% 39% 29% 20% 12% 100%
2011 22% 31% 24% 23% 100% 38% 29% 20% 13% 100%
2014 20% 29% 29% 22% 100% 36% 30% 23% 12% 100%
2017 21% 30% 29% 19% 100% 35% 29% 21% 14% 100%
Mean
2005 7.05 7.36 7.20 7.39 7.25 7.13 7.37 7.33 7.63 7.32
2008 7.14 7.35 7.36 7.37 7.31 7.19 7.51 7.51 7.65 7.40
2011 7.16 7.33 7.38 7.38 7.32 7.26 7.43 7.71 7.74 7.46
2014 7.23 7.36 7.39 7.35 7.34 7.25 7.53 7.60 7.81 7.48
2017 7.20 7.43 7.45 7.37 7.38 7.32 7.69 7.70 7.77 7.57
Var
2005 0.303 0.214 0.330 0.187 0.273 0.305 0.279 0.359 0.230 0.317
2008 0.152 0.175 0.291 0.176 0.202 0.255 0.211 0.305 0.184 0.272
2011 0.224 0.236 0.306 0.207 0.250 0.299 0.297 0.168 0.175 0.293
2014 0.250 0.231 0.251 0.280 0.254 0.277 0.266 0.317 0.246 0.313
2017 0.192 0.234 0.254 0.150 0.222 0.287 0.251 0.297 0.397 0.325
Within
2005 0.082 0.059 0.069 0.046 0.256 0.117 0.095 0.043 0.036 0.291
2008 0.034 0.058 0.062 0.040 0.195 0.099 0.061 0.060 0.022 0.244
2011 0.049 0.073 0.073 0.049 0.243 0.113 0.087 0.033 0.023 0.256
2014 0.050 0.067 0.072 0.062 0.251 0.100 0.079 0.071 0.029 0.279
2017 0.041 0.070 0.075 0.029 0.215 0.101 0.074 0.062 0.057 0.294
Between
2005 ― ― ― ― 0.019 ― ― ― ― 0.030
2008 ― ― ― ― 0.008 ― ― ― ― 0.031
2011 ― ― ― ― 0.007 ― ― ― ― 0.038
2014 ― ― ― ― 0.003 ― ― ― ― 0.036
2017 ― ― ― ― 0.009 ― ― ― ― 0.036




20 30 40 50 subtotal 20 30 40 50 subtotal
Union
Rate
2005 51% 48% 57% 57% 53% 47% 43% 26% 28% 38%
2008 54% 48% 55% 57% 53% 55% 38% 40% 27% 41%
2011 51% 39% 46% 50% 45% 47% 33% 30% 22% 34%
2014 55% 43% 44% 53% 47% 50% 36% 31% 23% 36%
2017 55% 47% 48% 49% 49% 53% 40% 32% 33% 40%
⊿ w（c）
2005 0.18 0.20 0.30 0.33 0.28 0.08 0.01 0.13 0.24 0.07
2008 0.13 0.23 0.30 0.33 0.28 0.05 0.16 0.15 0.28 0.09
2011 0.20 0.19 0.34 0.36 0.28 0.10 0.10 0.33 0.36 0.14
2014 0.19 0.22 0.30 0.32 0.25 0.02 0.17 0.21 0.46 0.14
2017 0.08 0.23 0.31 0.33 0.25 0.12 0.26 0.25 0.40 0.19
⊿ v（c）
2005 −0.035 −0.057 −0.103 −0.056 −0.033 0.002 0.065 0.029 0.044 0.044
2008 0.043 −0.009 −0.009 −0.020 0.038 0.103 0.036 0.014 0.008 0.070
2011 −0.025 0.012 −0.057 −0.116 −0.003 0.075 0.061 −0.138 −0.032 0.043
2014 −0.018 −0.027 −0.027 −0.097 −0.006 0.027 0.035 0.066 −0.034 0.060
2017 0.024 −0.043 −0.038 −0.145 −0.018 0.095 0.017 0.042 0.247 0.103
分散差に
よるもの
2005 ― ― ― ― -0.034 ― ― ― ― 0.012
2008 ― ― ― ― 0.001 ― ― ― ― 0.020
2011 ― ― ― ― -0.023 ― ― ― ― 0.002
2014 ― ― ― ― -0.021 ― ― ― ― 0.010
2017 ― ― ― ― -0.024 ― ― ― ― 0.038
水準差に
よるもの
2005 ― ― ― ― 0.017 ― ― ― ― 0.004
2008 ― ― ― ― 0.017 ― ― ― ― 0.007
2011 ― ― ― ― 0.020 ― ― ― ― 0.012
2014 ― ― ― ― 0.017 ― ― ― ― 0.013
2017 ― ― ― ― 0.016 ― ― ― ― 0.017
影響の
合計
2005 ― ― ― ― 0.005 ― ― ― ― 0.018
2008 ― ― ― ― 0.042 ― ― ― ― 0.030
2011 ― ― ― ― 0.012 ― ― ― ― 0.018
2014 ― ― ― ― 0.007 ― ― ― ― 0.028
2017 ― ― ― ― 0.010 ― ― ― ― 0.058
出所）　「勤労者短観」第 9 回～第 34 回より筆者作成
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